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【表紙】  

【発行登録追補書類番号】 25－関東114－２ 

【提出書類】 発行登録追補書類 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年６月13日 

【会社名】 楽天株式会社 

【英訳名】 Rakuten, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 三木谷 浩史 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川四丁目12番３号 

【電話番号】 （03）6387-1111 

【事務連絡者氏名】 代表取締役 副社長執行役員 高財務責任者  

山田 善久 

【 寄りの連絡場所】 東京都品川区東品川四丁目12番３号 

【電話番号】 （03）6387-1111 

【事務連絡者氏名】 代表取締役 副社長執行役員 高財務責任者  

山田 善久 

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債 

【今回の募集金額】 20,000百万円 

【発行登録書の内容】 

提出日 平成25年７月12日 

効力発生日 平成25年７月21日 

有効期限 平成27年７月20日 

発行登録番号 25－関東114 

発行予定額又は発行残高の上限（円） 発行予定額 50,000百万円 
 
【これまでの募集実績】 

(発行予定額を記載した場合) 

番号 提出年月日 募集金額 (円) 減額による訂正年月日 減額金額 (円) 

― ― ― ― ― 

実績合計額 (円) 
なし 

(なし) 
減額総額 (円) なし 

  
(注) １．実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（ ）書きは発行価額の総額の合計額）に基づ

き算出しております。 

２．今回の募集とは別に、楽天株式会社第１回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（券面総額又は振替社債

の総額10,000百万円（発行価額の総額10,000百万円））を発行すべく、平成26年６月13日に発行登録追補書類

（発行登録追補書類番号 25－関東114－１）を関東財務局長へ提出しましたが、平成26年６月20日が払込期

日であり、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月13日）現在払込みが完了していないため、上記実績合計

額欄の算出には加算されておりません。 
  



ファイル名:0000000_header_0075905982606.docx 更新日時:2014/06/11 20:46:00 印刷日時:2014/06/1121:02 

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 50,000百万円  

  (50,000百万円) 

  (注) １. 残額は、券面総額又は振替社債の総額の合額

（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計

額）に基づき算出しております。 

２．今回の募集とは別に、楽天株式会社第１回無担

保社債（社債間限定同順位特約付）（券面総額

又は振替社債の総額10,000百万円（発行価額の

総額10,000百万円））を発行すべく、平成26年

６月13日に発行登録追補書類（発行登録追補書

類番号 25－関東114－１）を関東財務局長へ

提出しましたが、平成26年６月20日が払込期日

であり、本発行登録追補書類提出日（平成26年

６月13日）現在払込みが完了していないため、

上記残額欄の算出には加算されておりません。

(発行残高の上限を記載した場合) 

該当事項はありません。 

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) ―円
 
【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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第一部 【証券情報】 

第１ 【募集要項】 

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】 

 

銘柄 楽天株式会社第２回無担保社債（社債間限定同順位特約付） 

記名・無記名の別 ― 

券面総額又は振替社債の総額 (円) 金20,000百万円 

各社債の金額 (円) 100万円 

発行価額の総額 (円) 金20,000百万円 

発行価格 (円) 各社債の金額100円につき金100円 

利率 (％) 年0.38％ 

利払日 毎年６月30日及び12月30日 

利息支払の方法 

１ 利息支払の方法及び期限 

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日（別記

「償還の方法」欄第２項第(1)号に定義する。以下同

じ。）までこれをつけ、平成26年12月30日を第１回の利

息支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年

６月及び12月の各30日にその日までの前半か年分を支払

う。 

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その

前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

(3) 半か年に満たない期間につき利息を支払うときは、その

半か年の日割をもってこれを計算する。 

(4) 償還期日後は利息をつけない。 

２ 利息の支払場所 

別記（（注）「14 元利金の支払」）記載のとおり。 

償還期限 平成29年６月30日 

償還の方法 

１ 償還金額 

各社債の金額100円につき金100円 

２ 償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元金は、平成29年６月30日（以下償還期日とい

う。）にその総額を償還する。 

(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行

営業日にこれを繰り上げる。 

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

機関」欄記載の振替機関が別途定める場合を除き、いつ

でもこれを行うことができる。 

３ 償還元金の支払場所 

別記（（注）「14 元利金の支払」）記載のとおり。 

募集の方法 一般募集 
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申込証拠金 (円) 
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振

替充当する。申込証拠金には利息をつけない。 

申込期間 平成26年６月16日から平成26年６月27日まで 

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店 

払込期日 平成26年６月30日 

振替機関 
株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

担保 
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のため

に特に留保されている資産はない。 

財務上の特約 (担保提供制限) 

１ 担保提供制限 

(1) 当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行

後、当社が国内で既に発行したまたは国内で今後発行す

る他の社債のために、担保提供（当社の資産に担保権を

設定する場合、当社の特定の資産につき担保権設定の予

約をする場合及び当社の特定の資産につき特定の債務以

外の債務の担保に供しない旨を約する場合をいう。）を

行う場合は、本社債のために担保付社債信託法に基づ

き、同順位の担保権を設定する。 

(2) 前号に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分

でない場合、当社は本社債のために担保付社債信託法に

基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定するもの

とする。 

２ 担保提供制限の例外 

当社が、合併または会社法第２条第29号に定める吸収分割

により、担保権の設定されている吸収合併消滅会社または

吸収分割会社が国内で発行した社債を承継する場合は、前

項は適用されない。 

財務上の特約 (その他の条項) 

担保付社債への切換 

(1) 当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のた

めに担保付社債信託法に基づき、社債管理者が適当と認

める担保権を設定することができる。 

(2) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項

または前号により本社債のために担保権を設定する場合

は、当社は、直ちに登記その他必要な手続を完了し、か

つ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準

じて公告する。 

(3) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項

または本項第(1)号により本社債のために担保権を設定し

た場合、以後、別記「財務上の特約（担保提供制限）」

欄第１項及び別記（（注）「５ 社債管理者に対する通

知」第(2)号）は適用されない。 

(注) １ 信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付 

本社債について、当社は株式会社日本格付研究所（以下ＪＣＲという。）からＡ－（シングルＡマイナス）

の信用格付を平成26年６月13日付で取得している。 

ＪＣＲの信用格付は、格付対象となる債務について約定通り履行される確実性の程度を等級をもって示すも

のである。 

ＪＣＲの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのＪＣＲの現時点での総合的な意見の表明であり、

当該確実性の程度を完全に表示しているものではない。また、ＪＣＲの信用格付は、デフォルト率や損失の

程度を予想するものではない。ＪＣＲの信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リスクな

ど、債務履行の確実性の程度以外の事項は含まれない。 
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ＪＣＲの信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変動

する。また、ＪＣＲの信用格付の付与にあたり利用した情報は、ＪＣＲが格付対象の発行体及び正確で信頼

すべき情報源から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的またはその他の理由により誤りが

存在する可能性がある。 

本社債の申込期間中に本社債に関してＪＣＲが公表する情報へのリンク先は、ＪＣＲのホームページ

（http://www.jcr.co.jp/）の「格付情報」の「当月格付」

（http://www.jcr.co.jp/top_cont/rat_info02.php）に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事

情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

ＪＣＲ：電話番号03-3544-7013 

２ 社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用 

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下社債等振替法という。）第66条第２号

の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67条第

２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。 

３ 期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次の各場合に該当したときは、直ちに本社債について期限の利益を喪失する。ただし、別記「財務

上の特約（担保提供制限）」欄第１項または「財務上の特約（その他の条項）」欄第(1)号により当社が本

社債のために担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定したときには、本（注）３

(2)に該当しても期限の利益を喪失しない。 

(1) 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。 

(2) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。 

(3) 当社が別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第(2)号、本（注）４、本（注）５、本（注）６及び本

（注）10の規定に違背し、社債管理者の指定する１か月を下回らない期間内にその履行または補正をしな

いとき。 

(4) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすることがで

きないとき。 

(5) 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、または当社以外の社債もしくはその他

の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をす

ることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限り

ではない。 

(6) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または解散（合併の

場合を除く。）の決議を行ったとき。 

(7) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命令

を受けたとき。 

(8) 当社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押えもしくは競売（公売を含む。）の申立てを受け、または

滞納処分を受ける等当社の信用を著しく害損する事実が生じ、社債管理者が本社債の存続を不適当である

と認めたとき。 

４ 定期報告 

(1) 当社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度の決算、剰余金の配当（会社法第

454条第５項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。ただし、

当該通知については、当社が本（注）４(2)に定める社債管理者への通知を行った場合または書類を社債

管理者に提出した場合はこれを省略することができる。当社が、会社法第441条第１項の定めに従い一定

の日において臨時決算を行った場合も同様とする。 

(2) 当社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付書類（金融商品取引法第24条の４

の２に定める確認書及び金融商品取引法第24条の４の４に定める内部統制報告書を含むがこれに限らな

い。）について金融商品取引法第27条の30の３に基づき電子開示手続を行うときには、遅滞なくその旨を

社債管理者に通知する。四半期報告書、臨時報告書及び訂正報告書についても有価証券報告書の取扱いに

準ずる。ただし、当社が本（注）４(2)に規定する書類の写を遅滞なく社債管理者に提出した場合には、

本（注）４(2)本文に定める社債管理者への通知を省略することができるものとする。 

(3) 当社は、本（注）４(2)に定める社債管理者への通知または書類の提出について、有価証券報告書におい

ては当該事業年度経過後３か月以内に、四半期報告書においては当該各期間の経過後45日以内に、臨時報

告書及び訂正報告書においては本（注）４(2)の電子開示手続を行った後遅滞なく行うものとする。 
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５ 社債管理者に対する通知 

(1) 当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに変更が生じたときは、遅滞なく社

債原簿にその旨の記載を行い、書面によりこれを社債管理者に通知する。 

(2) 当社は、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行したまたは国内で今後発行する社債の

ために担保提供を行う場合には、遅滞なく書面によりその旨並びにその債務額及び担保物その他必要な事

項を社債管理者に通知する。 

(3) 当社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知する。 

① 事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。 

② 事業の全部または重要な事業の一部を休止または廃止しようとするとき。 

③ 資本金または準備金の額の減少、組織変更、合併、会社分割、株式交換または株式移転（いずれも会社

法において定義され、または定められるものをいう。）をしようとするとき。 

６ 社債管理者の調査権限 

(1) 当社は、社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請求した場合には、当社及び当社の連結子会社の

事業、経理、帳簿書類等に関する報告書を提出しなければならない。また、同様の場合に、社債管理者は、

当社の費用で自らもしくは人を派して当社及び当社の連結子会社の事業、経理、帳簿書類等につき調査を

行うことができる。 

(2) 本（注）６(1)の場合で、社債管理者が当社及び当社の連結子会社の調査を行うときは、当社は、社債権

者の利益保護に必要かつ合理的な範囲内でこれに協力する。 

７ 社債管理者の裁判上の権利行使 

社債管理者は、社債権者集会の決議によらなければ、本社債の全部についてする訴訟行為または破産手続、

再生手続、更生手続もしくは特別清算に関する手続に属する行為（会社法第705条第１項に掲げる行為を除

く。）を行わない。 

８ 債権者保護手続における社債管理者の異議申述 

会社法第740条第２項本文の定めは、本社債には適用されず、社債管理者は、会社法第740条第１項に掲げる

債権者の異議手続において、社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることはしない。 

９ 社債管理者の辞任 

(1) 社債管理者は、以下に定める場合その他の正当な事由がある場合には、社債管理者の事務を承継する者

（事前に当社の承諾を得た者に限る。）を定めて辞任することができる。 

① 社債管理者と本社債の社債権者との間で利益が相反するまたは利益が相反するおそれがある場合。 

② 社債管理者が、社債管理者としての業務の全部または重要な業務の一部を休止または廃止しようとする

場合。 

(2) 本（注）９(1)の場合には、当社並びに辞任及び承継する者は、遅滞なくかかる変更によって必要となる

行為をしなければならない。 

10 社債権者に通知する場合の公告の方法 

本社債に関して社債権者に対し公告する場合は、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款所定の電

子公告の方法または社債管理者が認めるその他の方法によりこれを行う。ただし、電子公告の方法によるこ

とができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、当社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪

市で発行される各１種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）

にこれを掲載する。また、社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には、社債管理者の定款所定の

公告方法によりこれを行う。 

11 社債権者集会に関する事項 

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法に定めるところによる。）の社債（以下本種類の社債と総称す

る。）の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）10に定める方法により

公告する。 

(2) 本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。 

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、社債等振替法第86条第３項に定める書

面を社債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社また

は社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。 
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12 社債要項の公示 

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。 

13 発行代理人及び支払代理人 

株式会社みずほ銀行 

14 元利金の支払 

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則に

従って支払われる。 
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】 

(1) 【社債の引受け】 

 

引受人の氏名又は名称 住所 
引受金額
(百万円)

引受けの条件 

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 20,000

１ 引受人は本社債の

全額につき買取引

受を行う。 

２ 本社債の引受手数

料は各社債の金額

100円につき金50銭

とする。 

計 ― 20,000 ― 

  

(2) 【社債管理の委託】 

 

社債管理者の名称 住所 委託の条件 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号

１ 社債管理者は、本社債の管理を

受託する。 

２ 本社債の管理手数料について

は、社債管理者に、期中におい

て年間各社債の金額100円につ

き金２銭を支払うこととしてい

る。 

 

３ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

 

払込金額の総額 (百万円) 発行諸費用の概算額 (百万円) 差引手取概算額 (百万円) 

20,000 121 19,879

 

(2) 【手取金の使途】 

上記差引手取概算額19,879百万円は、全額を平成26年６月末までに償還期日が到来するコマーシャ

ル・ペーパーの償還資金に充当する予定であります。 
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第２ 【売出要項】 

該当事項はありません。 

 

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】 

該当事項はありません。 
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第二部 【公開買付けに関する情報】 

第１ 【公開買付けの概要】 

該当事項はありません。 

 

第２ 【統合財務情報】 

該当事項はありません。 

 

第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】 

該当事項はありません。 
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第三部 【参照情報】 

第１ 【参照書類】 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げ

る書類を参照すること。 

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第17期（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 平成26年３月28日関東財務局長

に提出 

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第18期第１四半期（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 平成26年５月８日関

東財務局長に提出 

 

３ 【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月13日）までに、金融商品取引法

第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報

告書を平成26年４月１日に関東財務局長に提出 

  

４ 【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月13日）までに、金融商品取引法

第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく臨時報

告書を平成26年４月22日に関東財務局長に提出 
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第２ 【参照書類の補完情報】 

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下有価証券報告書等という。）に

記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提出

日（平成26年６月13日）までの間において生じた変更その他の事由はございません。以下の内容は、当該

「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。 

また、当該有価証券報告書等中における将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日（平成26年６

月13日）現在においても変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。 

 

事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方

針でありますが、当社の有価証券に関する投資判断は本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、別段の記載のない限り提出日現在において当社グループ

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

１ 事業環境に関するリスク 

(1) インターネット業界の成長性について 

当社グループは、主にインターネット業界において、国内外で多様なサービスを提供しております。 

世界のインターネット利用者数の増加、ＥＣ（電子商取引）市場の拡大等を背景として、当社グル

ープサイト内の流通総額、利用者数等は今後も拡大傾向にあるものと認識しておりますが、インター

ネットの利用を制約するような法規制、個人情報管理の安全性を中心とした情報セキュリティに対す

る問題意識の拡がり等の外部要因、景気動向、過度な競争等により、インターネット業界全体及びＥ

Ｃ市場の成長が鈍化し、それに伴い当社グループサイト内での流通総額等が順調に拡大しない場合、

当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループでは、イン

ターネット広告等に係る売上高が一定の比率を占めておりますが、広告市場は特に景気動向の影響を

受けやすいものと考えられることから、景気が後退した場合には当社グループの事業及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 
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(2) 競合について 

インターネットの利用者数の増加に後押しされ、多くの企業がインターネット関連サービスに参入

し、商品カテゴリーやサービス形態も多岐に亘っております。また、当社グループの運営するインタ

ーネット関連サービス以外のサービスについても多数の事業者が参入しており、激しい競合状況にあ

ります。 

当社グループは、今後においても顧客ニーズへの対応を図り、サービス拡大に結び付けていく方針

でありますが、これらの取組が予測通りの成果をあげられない可能性や、画期的なサービスを展開す

る競合他社の出現、価格競争の激化、その他の競合等の結果、当社グループの売上高が低下する可能

性があるほか、設備投資や広告宣伝費等の費用の増加を余儀なくされる可能性もあり、係る場合には

当社グループの事業及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3) 業界における技術変化等について 

当社グループがサービスを展開するインターネット業界においては、特に技術分野における進歩及

び変化が著しく、新しいサービス及び商品が頻繁に導入されており、当社グループのサービスにおい

てもこれらの変化等に対応していく必要があります。しかしながら、何らかの要因により、当社グル

ープにおいて当該変化等への対応が遅れた場合、サービスの陳腐化、競争力低下等が生じる可能性が

あります。また、対応可能な場合であったとしても、既存システム等の改良、新たな開発等による費

用の増加等が発生する可能性があり、これらの動向及び対応によっては当社グループの経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。また、当社グループ事業運営の障害となりうる技術が開発される可能

性もあり、このような技術が広く一般に普及した場合には当社グループの事業及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

２ 国際事業展開に関するリスク 

当社グループは、収益機会の拡大に向けてグローバル展開を主要な経営戦略の一つとして掲げ、欧州、

米州、アジア等の多くの地域でインターネットサービスを展開しております。今後とも、在外サービス

拠点及び研究開発拠点を拡大していくとともに、各国サービス間の連携強化等に取り組みながら、海外

でのサービスの充実を図っていく予定であります。また、国内外のユーザーが国境を越えて日本又は海

外の商品及びサービスを購入するためのクロスボーダーサービス等も順次拡大していく予定であります。 

他方、グローバルにサービスを展開していく上では、言語、地理的要因、法制・税制度を含む各種規

制、経済的・政治的不安、商慣習の違い等の様々な潜在的リスク及び特定の国や地域又はグローバルに

おいて競争力を有する競合他社との競争が熾烈化するリスクが存在します。更には、外国政府により関

係する諸規制が突然変更されるリスクも存在します。当社グループが、これらのリスクに対処できない

場合、当社グループの国際事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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なお、サービスの国際展開においては、現地における法人設立及びサービスの立上げ、人材の採用、

システム開発経費のほか、戦略的にビジネスモデルを変更する場合等においては、追加的な支出が見込

まれることから、これらの追加費用が一時的に当社グループの収益を圧迫する可能性があります。また、

新たな拠点において安定的な収益を生み出すためには、一定の期間が必要なことも予想されます。従っ

て、係る投下資本の回収に一定の期間を要する場合には、当社グループにおける経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３ 事業の拡大・展開に関するリスク 

(1) 『楽天』ブランドの推進等について 

当社グループは、流通総額の更なる拡大を目的として、各サービスブランドの『楽天』ブランドへ

の変更や、会員データベースの一元化、ポイントプログラムの共通化を媒介とした会員IDの統合等を

推進しております。ブランド名称や会員IDの変更に際しては既存会員のロイヤリティの低下や会員組

織からの離脱を招く可能性もあり、これらの施策が期待通りの効果を得られない場合、当社グループ

サイト内の流通総額及び当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 買収（Ｍ＆Ａ）等について 

当社グループは、新規サービス又は国外市場への進出、新規ユーザーの獲得、既存サービスの拡充

及び関連技術の獲得等を目的として、国内外を問わず積極的な買収（Ｍ＆Ａ）や合弁事業の展開を行

っており、これらを経営の重要課題として位置付けております。 

買収を行う際には、対象企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューディリジェンスを行う

ことによって、極力諸リスクを回避するように努めておりますが、案件の性質上時間的な制約等から

十分なデューディリジェンスが実施できない場合もあり、買収後に偶発債務の発生や未認識債務が判

明する可能性も否定できません。新規サービスの展開に当たってはその性質上、当該新規サービスに

よる当社グループの事業及び経営成績への影響を確実に予測することは困難であり、事業環境の変化

等により計画通りにサービスが展開できず、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす

可能性及び投下資本を回収できない可能性があります。 

被買収企業の情報システムや内部統制システム等との融合、被買収企業の役職員や顧客の維持・承

継等が計画通りに進まない可能性や、今後の投融資額が現在の事業規模と比較して多額となる可能性

もあることから、財政状態等に関して当社グループ全般にわたるリスクが拡大する可能性があります。 

また、合弁事業や業務提携の展開においても、パートナーとなる事業者について、経営成績や財政

状態等について詳細な調査を行うとともに、将来の事業契約やシナジー効果について事前に十分に議

論することによって、極力リスクを回避するように努めておりますが、サービス開始後において経営

方針に相違が生じ、期待通りのシナジー効果が得られないといった可能性も否定できません。そのよ

うな場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性及び投下資本を回収で

きない可能性があります。 
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(3) サービス領域の拡大について 

当社グループは、技術やビジネスモデルの移り変わりが早いインターネットを軸とした多岐に渡る

産業をサービス領域としています。新しいサービスを創出し、また時代の流れに即したビジネスモデ

ルを構築する目的で、新規のサービス領域に参入を行っております。従来行っていなかった新規サー

ビスを開始するに当たっては、相応の先行投資を必要とする場合があるほか、そのサービス固有のリ

スク要因が加わることとなり、本項に記載されていないリスク要因でも、当社グループのリスク要因

となる可能性があります。 

新規に参入した市場の拡大スピードや成長規模によっては、当初想定していた成果を挙げることが

できない可能性があります。また、サービスの停止、撤退等においては、当該事業用資産の処分や償

却を行うことにより損失が生じる可能性があります。係る場合、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4) のれんについて 

当社グループは、2013年12月期第１四半期連結会計期間から、連結財務諸表について国際会計基準

（IFRS）を適用しておりますが、IFRSにおいては、日本において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準と異なり、のれんの定額償却は不要となります。他方、のれんの対象会社における経営成績

悪化等により減損の兆候が生じており、その効果である回収可能価額がのれんの帳簿価額を下回る場

合には、のれんの減損処理を行う必要が生じる可能性があり、係る場合当社グループの経営成績及び

財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

４ 各サービスに関するリスク 

(1) マーケットプレイス型のサービスについて 

『楽天市場』、『楽天オークション』等のようなマーケットプレイス型のサービスや、『楽天トラ

ベル』のような宿泊予約サービス等においては、取引の場を提供することをその基本的性格としてお

り、マーケットの健全性確保のため偽造品その他の権利侵害品の排除に努めていますが、当社グルー

プは売買契約等の当事者とはならず、規約においても、販売者又は役務提供者と購入者又は役務の提

供を受ける者との間で生じたトラブルについて、当社グループは責任を負わず、当事者間で解決すべ

きことを定めています。しかし、マーケットプレイス型のサービスにおいて、他人の知的財産権、名

誉、プライバシーその他の権利等を侵害する行為、詐欺その他の法令違反行為等が行われた場合に、

問題となる行為を行った当事者だけでなく、当社グループも取引の場を提供する者として責任を問わ

れ、更には、当社グループのブランドイメージが毀損される可能性があります。また、マーケットプ

レイス型のサービスにおいては、参加する販売者・役務提供者が、他のマーケットプレイス、自社サ

イト等に容易に移行できるため、利便性、信頼性の高いシステムに加え、集客力に優れた取引の場を

継続的に提供しなければ、販売者・役務提供者が減少し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 
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(2) 直販型のサービスについて 

当社グループが一般消費者に対して商品・役務を直接提供する『楽天ブックス』、『kobo』等のサ

ービスにおいては、当社グループは売買契約等の当事者となり、商品・役務の品質、内容に責任を負

います。商品の販売、役務の提供に際しては、関係法令を遵守し、品質管理に万全を期していますが、

欠陥のある商品を販売し、又は欠陥のあるサービスを提供した場合、監督官庁による処分を受ける可

能性があるとともに、商品回収や損害賠償責任等の費用の発生、信用低下による売上高の減少等によ

り、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、商品については、予測された

需要に従って、購入及び在庫水準の管理等を行っておりますが、想定した需要が得られない場合や、

技術革新や他社商品との競争の結果、商品価格が大きく下落する場合は、棚卸資産として計上されて

いる商品の評価損処理等を行う可能性があります。 

 

(3) デジタルコンテンツサービスについて 

デジタルコンテンツの提供を行う電子書籍サービス、ビデオストリーミングサービスにおいては、

コンテンツ素材を調達する際において、当社グループの提供するサービスフォーマットへの変換を要

する場合があるほか、映像配給会社等の許諾に加え、ライセンサー等に対する事前の 小保証料等支

払いを求められる場合があり、係る先行的な費用の支出が一時的に当社グループの経営成績及び財政

状態に影響する場合があります。また、コンテンツ収入が当該調達費用を下回る場合には、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4) 物流サービスについて 

当社グループは、ユーザー及び出店企業の利用満足度を一層高めるべく、出店企業の物流業務の受

託サービスの拡大等を通じた配送品質の向上にも注力しております。 

物流拠点の拡大については賃貸等を活用しており、倉庫内設備投資等に際しては、将来見込まれる

受注量を予測して実施しておりますが、当該設備の構築、稼動開始までには一定の時間を要するため、

係る支出は先行的な投資になる場合があるほか、実際の受託業務での収益が予測を下回る場合には先

行費用を補えず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、設

備の移転、廃止等が決定された場合においては、当該資産の処分や償却を行うことにより損失が生じ

る可能性があります。 

 

(5) 金融サービスについて 

① 法的規制等について 

楽天カード(株)、楽天銀行(株)、楽天証券(株)及び楽天生命保険(株)等の金融サービスを営む子

会社においては、「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」、「銀行法」、「利

息制限法」、「貸金業法」、「割賦販売法」、「金融商品取引法」、「商品先物取引法」、「信託

業法」、「保険業法」その他の法令、金融関連諸法規、監督官庁の指針、各証券取引所や業界団体

等の自主規制機関による諸規則等の適用を受けております。これらの各子会社がサービスを行うた

めに必要な許認可につき、将来、何らかの事由により業務の停止、免許等の取消等があった場合、

また、法令諸規則、監督官庁の政策、規制、監督指針が新設され、又はこれらにつき当該サービス

にとって不利益な変更が行われた場合には、当社グループの事業及び経営成績に重大な影響を及ぼ
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す可能性があります。 

楽天カード(株)は、2010年６月の改正貸金業法の完全施行により、消費者の年収情報及び信用情

報機関を利用し貸金に関する信用供与額を年収の1/3以下に制限すること（いわゆる総量規制）が

義務付けられ、新規貸付の制限等を行う必要があり、また、2010年12月の改正割賦販売法の完全施

行においても過剰与信禁止に関する措置等が義務付けられたため、それらの事項が経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

また、楽天カード(株)の2007年12月31日以前の貸付契約のごく一部には、利息制限法上の上限利

息を超過する利息の定めがあるため、何らかの要因により、楽天カード(株)の引当金算出の前提と

なる平均請求額等が増加する場合には、当該事業の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 事業環境について 

楽天カード(株)においては、主に個人顧客を対象とし、また、運転資金の調達を債権流動化と金

融機関の借入金等により賄っていることから、経済環境が悪化し、消費低迷による借入需要の減退

又は失業率の上昇による自己破産もしくは多重債務者の増加等が生じた場合や、金融市場の情勢及

び当社グループの信用状態が悪化した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。また、貸倒リスクを軽減するための与信管理システムの維持・運営や、債

権回収のノウハウを持つ人材の確保に重大な問題が生じた場合、サービス及び経営成績に支障が生

じる可能性があります。 

楽天銀行(株)においては、有価証券が当該事業の運用資産の一部を占めており、運用収益に一定

程度影響を及ぼす可能性があります。運用資産としては、貸出債権の他に、債券、証券化・流動化

商品等の多様な金融商品での運用を行っております。金融商品の運用による収益は、金利、外国為

替、市場変動、債務者の信用リスク等により大きく影響を受けることがあり、これらの運用により

当該事業が損失を計上した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、貸出債権については、経済動向の悪化、会計基準の変化、保証会社の信用状況の変

化、保証履行状況の変化により貸倒引当金及び保証料等与信関連費用が増加する可能性があり、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

楽天証券(株)においては、個人顧客を対象に、株式信用取引、外国為替証拠金取引、投資信託販

売、債券取引、先物・オプション取引、海外先物取引、CFD取引等のサービスを提供しており、委

託手数料をその主要な収入源としているため、証券市場等の金融市況の影響を受けております。金

融市況は、経済情勢、世界各国の市場動向、政治動向及び規制動向、並びに投資家心理等の影響を

受けており、市場低迷が生じた場合や、株式相場の急激な変動、金利上昇等に伴う信用取引高の減

少及び顧客への信用取引貸付金等の未回収等が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

楽天生命保険(株)においては、個人向け保障性生命保険を販売しており、保険契約者からの保険

料収入を主な収入源としております。当該サービスは、保険契約締結時の予測を超えた死亡率・入

院率など保険事故発生率の増加、資産運用環境等の変化による資産運用収入の減少、新規契約の減

少や解約契約の増加等による保有契約の著しい減少が生じた場合、また法令上求められる将来の保

険金・給付金の支払いに備えた責任準備金がその前提となる状況の変化によって積立不足を生じ、

引当額の増加が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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③ 資金流動性について 

楽天銀行(株)では、インターネット・バンキングサービスを行っております。当該サービスにお

いては、普通預金の引出し、定期預金の解約、他の金融機関への送金又は振込がインターネット上

で行えるため、当該子会社及び当社グループのレピュテーションに影響を及ぼす風評が流布される

等、不測の事態が発生した場合には、預金の流出が通常の銀行と比較して速いペースで進展する可

能性があり、予想を超えた著しい資金流出が起こった場合には事業及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

④ リスク管理の有効性について 

近年、金融市場においては、米国大手金融機関の経営破たんに端を発した『リーマン・ショッ

ク』、ギリシャをはじめとした各国の財政問題に端を発した欧州経済危機などにおいて、市場の急

激かつ大規模な変動や混乱がたびたび生じております。楽天銀行(株)、楽天証券(株)及び楽天生命

保険(株)においては、リスク管理方針及び手続を整備し運用しておりますが、これら会社における

リスク管理方針及び手続の一部は、金融市場において将来発生する種々のリスクを必ずしも正確に

予測することができず、有効に機能しない可能性があり、その結果、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6) 第三者との業務委託・提携等について 

① 金融機関との委託・提携について 

楽天銀行(株)は、独自のATM網を有していないため、ATMの利用に係る契約を締結している(株)セ

ブン銀行、(株)ゆうちょ銀行及び(株)イオン銀行等との関係が悪化した場合又はこれらの業務もし

くはシステムに支障が生じた場合、当社グループの事業や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。 

② 旅行関連事業者との連携について 

トラベルサービスにおいては、航空会社、鉄道会社との連携、グローバル化の推進等、国内外の

旅行関連事業者との連携により、総合的な旅行関連サービスの強化を図り、サービスを展開してい

く方針でありますが、提携先との関係が悪化した場合や新たな提携先との協議が順調に進まない場

合には、当該事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 電気通信事業者の相互接続協定について 

フュージョン・コミュニケーションズ(株)は、電気通信役務の円滑な提供のために他の電気通信

事業者の通信設備と同社の通信設備を相互接続するための相互接続協定を結んでおります。現状に

おいて、電気通信設備を有する者は他事業者に対して原則として接続義務を有しておりますが、電

気通信事業法等の改正等により、接続義務の撤廃や緩和等の措置が取られ、同社の負担すべき使用

料及び相互接続料等が増加する、又は同社にとって不利な形で条件変更がなされた場合には、当社

グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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④ 商品、コンテンツ及び技術等の供給について 

当社グループは、直販型のサービスにおける販売商品、運営するウェブサイトにおける検索エン

ジンやニュース等の一部のコンテンツ、サービスに利用する技術等について、外部の事業者から供

給又はライセンスを受けております。今後、当該事業者との関係の悪化、倒産、需要の増大、経済

環境の変化、契約変更その他の要因により、供給が中断された場合、有力コンテンツを円滑に導入

できなかった場合、供給価格が高騰した場合、ライセンスが停止された場合等には、サービス提供

に支障をきたす可能性があり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

５ コンプライアンスに関するリスク 

(1) 法的規制等の適用の可能性について 

当社グループが展開する各サービスにおいては、「４(5)①法的規制等について」の各項目に記載

の他、「不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）」、「不正アクセス行為の禁止等に関する法

律」、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」、「特

定商取引に関する法律」、「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律」、「消費者契約法」、

「下請代金支払遅延等防止法」、「古物営業法」、「旅行業法」、「電気通信事業法」、「職業安定

法」、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」、「資金

決済に関する法律」等の各種法令や、監督官庁の指針、ガイドライン等による規制を受けております。

こうした法令の制定や改正、監督官庁による許認可の取消又は処分、新たなガイドラインや自主的ル

ールの策定又は改定等により、当社グループの事業が新たな制約を受け、又は既存の規制が強化され

た場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの提供するサービス規模が大きい場合、販売者、役務提供者その他の取引先に

対して健全な取引環境を維持するために当社グループが行う施策の実施、又はその根拠となる規約の

内容等が、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」に照らして問題とされる可能性があ

り、その場合には当社グループのサービスが新たな制約を受け、当社グループの事業、経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 訴訟等の可能性について 

当社グループがサービスの展開を図る上で、販売者、購入者及び参加者その他の利用者による違法

行為やトラブルに巻き込まれた場合、利用者による違法又は有害な情報の発信等により第三者の権利

侵害があった場合、もしくはシステム障害等によって販売者、購入者及び参加者その他の利用者や消

費者に損害を与えた場合等、当社グループに対して訴訟その他の請求を提起される可能性があります。

電子書籍端末については、その製造について提携企業への委託を行っているものの、製造物の欠陥等

に伴う、損害賠償等の製造物責任等が当社グループに発生する可能性があります。また、インターネ

ットビジネス自体の歴史が浅く、新たに発生した又は今まで顕在化しなかったビジネスリスクによっ

て、現在想定されない訴訟等が提起される可能性もあります。 

一方、当社グループが第三者に何らかの権利を侵害され、又は損害を被った場合に、第三者の権利

侵害から当社が保護されない可能性や、訴訟等による当社グループの権利保護のために多大な費用を

要する可能性もあります。係る場合には、その訴訟等の内容又は請求額によっては、当社グループの

事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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６ 無形資産に関するリスク 

(1) 当社グループのブランドについて 

当社グループは、当社設立以来多額の経営資源を投入し、多様なサービス展開、広告宣伝活動等を

通じて『楽天』ブランドの確立を図っており、消費者等に対して一定の認知が得られているものと認

識しておりますが、今後実施する施策等が想定通りの成果をあげられない場合、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、サービス展開におけるトラブル、役職員

による不正等が発覚した場合、当社グループのブランドの信頼性を毀損し、結果として当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 知的財産権等について 

当社グループは、特許権、商標権、著作権、ドメインネームその他の知的財産権の取得、又は知的

財産権のライセンスを受けることで、当社グループが使用する技術・コンテンツ等についての保護を、

国内はもとより国際展開を進める各国においても図っておりますが、当社グループの知的財産権等が

第三者の侵害から保護されない場合、又は知的財産権等の保護のために多額の費用が発生する場合に

は、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グル

ープが使用する技術・コンテンツ等について、知的財産権等の侵害を主張され、当該主張に対する防

御又は紛争の解決のための費用又は損失が発生する可能性があり、また、将来当社グループによる特

定のコンテンツもしくはサービスの提供又は特定の技術の利用に制限が課せられ、当社グループの事

業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

７ マーケットに関するリスク 

(1) 金利等変動リスク 

当社グループは、連結子会社においてクレジットカード、証券及び生命保険等の金融サービスを展

開しており、当該事業資金等については、主として金融機関からの借入金、社債等により調達してお

ります。2013年12月期末における外部金融機関からの連結有利子負債（短期及び長期借入金、社債、

コマーシャル・ペーパー、証券業における信用取引借入金及びリース債務の合計）残高は396,451百

万円であります。また、同じく連結子会社が展開する銀行業においては、預金調達を行い、当該資金

を有価証券、貸出金等で運用しております。このため、金利市場等の動向が当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 有価証券等の価格変動リスク 

当社グループは、有価証券、金銭信託等の金融商品を多く保有しています。これらの有価証券等は、

金融商品市場の動向による価格変動により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 
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(3) 為替変動リスク

当社グループが行う外貨建投資及び外貨建取引について外貨建で実行するものは、為替変動リスク

をヘッジすることを目指しております。また、当社グループの海外関係会社の業績、資産及び負債に

ついて現地通貨で発生したものは、円換算した上で連結財務諸表を作成しておりますが、完全に当該

リスクを回避することは難しく、外国為替相場の変動が当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

８ 資金調達に関するリスク 

当社グループの締結しているローン契約、コミットメントライン契約等借入に係る契約には財務制限

条項が規定されている場合もあり、当社グループの経営成績、財政状態又は信用力が悪化した場合には、

これらの条項に基づき既存借入金の一括返済を求められ、又は金利及び手数料率の引上げや新たな担保

権の設定を迫られる可能性があります。また、今後の資金調達については、金融市場が不安定な場合、

当社グループの信用力が悪化した場合等においては、当社グループにとって好ましい条件で実行できる

保証はなく、当社グループのサービス展開の制約要因となる可能性があります。 

９ 繰延税金資産に関するリスク 

当社及び一部の連結子会社においては、国際会計基準（IFRS）に基づき、将来における税金負担額の

軽減効果を繰延税金資産として計上しております。繰延税金資産の計算は、事業の見通しに基づく将来

の課税所得に関する見積りを含めた様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果が係る予測・仮定と

は異なる可能性があります。将来の課税所得の見積りに基づいて、当社及び当該子会社が繰延税金資産

の一部又は全部の回収ができないと判断された場合や税制及び会計基準の変更が行われた場合、当該繰

延税金資産は減額され、その結果、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

10 財務報告に関するリスク 

当社グループは、「金融商品取引法」が定める内部統制報告制度に従い、財務報告に係る内部統制を

強化しております。しかしながら、当社の内部統制に重要な欠陥が発見された場合、当社グループの社

会的信用が低下し、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

11 人材に関するリスク 

当社グループのサービスにおいては、インターネットや金融をはじめとした各サービス分野において

専門性を有する人材が必要であり、今後とも業容拡大及び国際展開に応じて継続した人材の確保を行う

ことが欠かせません。今後、各サービス分野及び地域における人材獲得競争の激化や市場ニーズの変化

等により、優秀な人材の獲得が困難となる場合や、現在在職する人材の社外流出が生じた場合には、当

社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社の創業者で、代表取締役会長兼社長である三木谷浩史が離職又は業務執行が困難となるよ

うな事態が生じた場合、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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12 情報セキュリティ、システム及び通信ネットワークに関するリスク 

当社グループは、運営する各種サービスにおいて、住所、氏名、電話番号、クレジットカード番号等

の利用者個人を特定できる情報を取得しております。当社グループは、利用者のプライバシー及び個人

情報の保護に 大限の注意を払い、適切な情報管理を行っておりますが、不正アクセス等による情報の

外部への漏洩や悪用等の可能性は皆無とは言えず、これを理由に法的紛争に巻き込まれる可能性がある

ほか、内外監督当局からの処分を受ける可能性があり、係る場合には、当社グループの事業及び経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループサービスの多くは、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークを通じて提供されて

おりますが、通信ネットワークに生じた障害や、ネットワーク又はコンピュータシステム上のハードウ

エアもしくはソフトウエアの不具合・欠陥、コンピュータウィルス・マルウェア等外部からの不正な手

段によるコンピュータシステム内への侵入等の犯罪行為や役職員の過誤等により、正常なサービスの提

供に支障を生じたり、当社サービスの不正な利用、重要なデータの消去又は不正取得等が発生する可能

性もあります。 

これら事由によるサービスの停止や機能低下が生じた場合、収益機会の喪失、当社グループのシステ

ム自体への信頼性低下又は損害賠償請求等が生じる可能性のほか、監督官庁からの処分等を受ける場合

があります。 

さらに、当社サービスの不正な利用については、適切な求償先を求めることができない場合、当社グ

ループの損害となります。係る場合には、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

13 災害紛争事故に関するリスク 

地震、台風、津波等の自然災害、火災、停電、未知の感染症の拡大、国際紛争等が発生した場合、当

社グループのサービス運営に深刻な影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの主要な拠点である日本の首都圏、米国東海岸及び西海岸などにおいて大規模な

自然災害等が発生した場合には、サービスの提供等が停止する可能性もあり、係る場合当社の信頼性や

ブランドイメージを毀損するだけでなく、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

当社グループにおいては、自然災害等が発生した場合に備え、事業継続計画の策定等有事の際の対応

策検討と準備を推進しておりますが、各種災害等の発生による影響を完全に防止できる保証はなく、各

種災害等による物的、人的損害が甚大である場合にはサービスの継続自体が困難又は不可能となる可能

性があります。 
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14 事務リスク 

当社グループは、業務の遂行において各種情報システムの活用や担当者以外の第三者が業務内容を二

重に確認する再鑑制度の実施等、業務の正確性、効率性を高めるための様々な取り組みを実施しており

ます。しかしながら一部においては専用の情報システムが導入されておらず人的な対応に委ねられてい

る業務もあり、役職員の誤認識、誤操作等により事務手続きのミスが発生する可能性があります。業務

の性質によっては、事務手続きのミスが安定的なサービスの供給の妨げ、経済的な損失、個人情報等の

流出等に繋がる可能性があり、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また当社グループは、社内規範や事務手続きの標準化及び文書化に取り組んでおりますが、当社グル

ープの急速なサービス拡大に伴う組織の改編、社員の増加等により、業務遂行に必要な知識の共有、継

承が不十分になる可能性があり、その結果生じ得る事務手続きのミスの増加や生産性の低下が、当社グ

ループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

15 風評リスク 

当社グループを対象に、当社グループに関する様々な内容の報道や情報の流布が行われることがあり

ます。これら報道や情報の流布については、必ずしも正確な情報に基づいていないものや、憶測に基づ

いたものも含まれておりますが、それらの内容が正確かどうかや当社グループに該当するかどうかに関

係なく、当社サービスの利用者や投資者等の認識・行動に影響を及ぼすと考えられます。報道や情報の

流布の内容、規模等によっては、当社グループの事業及び株価等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】 

楽天株式会社 本店 

 (東京都品川区東品川四丁目12番３号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

第四部 【保証会社等の情報】 

該当事項なし。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

 

会社名                 楽天株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役会長兼社長 三木谷 浩史

 

 

１．当社では１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

 

２．当社の発行する株券は、大阪証券取引所に上場されております。 

 

 

３．当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が 250 億円以上であります。 

 

       1,231,070 百万円 

 

（参考） 

（平成 23 年５月 31 日の上場時価総額） 

大阪証券取引所に 

おける最終価格 

 発行済株式総数   

82,500 円 × 13,188,673 株 ＝ 1,088,065百万円 

    

（平成 24 年５月 31 日の上場時価総額） 

大阪証券取引所に 

おける最終価格 

 発行済株式総数   

83,800 円 × 13,199,918 株 ＝ 1,106,153百万円 

    

（平成 25 年５月 31 日の上場時価総額） 

大阪証券取引所に 

おける最終価格 

 発行済株式総数   

1,134 円 × 1,321,863,900 株 ＝ 1,498,993百万円 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１．事業内容の概要 

当社グループは、インターネットサービスと、インターネット金融という２つの事業を基軸とした総合インターネット

サービス企業であることから、「インターネットサービス」、「インターネット金融」及び「その他」の３つを報告セグ

メントとしております。

「インターネットサービス」セグメントは、インターネット・ショッピングモール『楽天市場』をはじめとする各種Ｅ

Ｃサイト、旅行予約サイト、ポータルサイト、デジタルコンテンツサイト等の運営や、これらのサイトにおける広告等の

販売等を行う事業により構成されております。 

「インターネット金融」セグメントは、インターネットを介した銀行及び証券サービス、クレジットカード関連サービ

ス、生命保険及び電子マネーサービスの提供等を行う事業により構成されております。

「その他」セグメントは、メッセージング及び通信サービスの提供、プロ野球球団の運営等を行う事業により構成され

ております。 

以上に述べた内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。（平成 26 年４月１日現在） 
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２．主要な経営指標等の推移 

（１）連結経営指標等 

回次 
第 13 期 第 14 期 第 15 期 第 16 期 第 16 期 第 17 期 

日本基準 日本基準 日本基準 日本基準 IFRS IFRS 

決算年月 2009 年 12 月 2010 年 12 月 2011 年 12 月 2012 年 12 月 2012 年 12 月 2013 年 12 月

売上高又は売上収益 （百万円） 298,252 346,144 379,900 443,474 400,444 518,568

経常利益 （百万円） 54,890 62,301 68,267 71,514 － －

税引前当期利益 （百万円） － － － － 49,106 88,610

当期（純）利益又は当期（純）

損失（△） 
（百万円） 53,564 34,956 △2,287 19,413 21,136 43,481

包括利益又は当期包括利益 （百万円） － － △7,706 33,586 31,574 67,881

純資産額又は親会社の所有

者に帰属する持分 
（百万円） 218,619 249,233 231,025 262,451 235,942 300,063

総資産額 （百万円） 1,759,236 1,949,516 1,915,892 2,108,409 2,287,634 3,209,808

１株当たり純資産額又は１

株当たり親会社所有者帰属

持分 

（円） 15,527.21 18,160.62 170.89 193.73 179.48 227.70

（基本的）１株当たり当期

（純）利益又は当期（純）損

失（△） 

（円） 4,092.17 2,666.28 △1.74 14.77 15.59 32.60

潜在株式調整後又は希薄化

後１株当たり当期（純）利益
（円） 4,077.62 2,657.43 － 14.74 15.56 32.41

自己資本比率又は親会社所

有者帰属持分比率 
（％） 11.6 12.2 11.7 12.1 10.3 9.3

自己資本利益率又は親会社

所有者帰属持分当期利益率 
（％） 30.3 15.8 △1.0 8.1 9.2 16.0

株価収益率 （倍） 17.3 25.5 － 45.6 43.2 48.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △55,218 30,304 27,585 19,508 104,687 1,485

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 217,160 △60,538 56,351 136,548 67,440 30,584

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △174,157 27,609 △34,648 △47,099 △56,820 75,252

現金及び現金同等物の期末

残高 
（百万円） 103,618 100,736 149,752 260,656 270,114 384,008

従業員数 （名） 5,810 7,119 7,615 9,311 9,311 10,867

（注）１ 第 16 期より、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）により連結財務諸表を作成しております。 

２ 第 16 期 IFRS より、端数処理方法を百万円未満切捨てから百万円未満四捨五入に変更しております。 

３ 売上高又は売上収益には、消費税等は含まれておりません。 

４ 期中の平均株式数については日割りにより算出しております。 

５ 第 15 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 
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６ 第 16 期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 2010 年６月 30 日）、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 2010 年６月 30 日公表分）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 2010 年６月 30 日）を適用し

ております。当該会計方針の変更は遡及適用され、第 15 期について遡及処理しております。なお、第 15 期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。また、2012 年７月１日に行った株式分割は、第 15 期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。 

７ 第 16 期よりポイント引当金の認識時点の変更を行ったため、第 15 期について当該変更を反映した遡及適用

後の数値を記載しております。 

８ 第 15 期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

９ 従業員数には、使用人兼務取締役、派遣社員及びアルバイトは含んでおりません。 
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第 13 期 第 14 期 第 15 期 第 16 期 第 17 期 

決算年月 2009 年 12 月 2010 年 12 月 2011 年 12 月 2012 年 12 月 2013 年 12 月

売上高 （百万円） 113,555 136,806 146,603 163,708 189,041

経常利益 （百万円） 37,154 44,422 49,531 66,883 71,915

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 41,765 21,978 △8,915 32,923 32,162

資本金 （百万円） 107,605 107,779 107,959 108,255 109,530

発行済株式総数 （株） 13,096,980 13,181,697 13,194,578 1,320,626,600 1,323,863,100

純資産額 （百万円） 262,335 286,758 272,524 302,869 338,795

総資産額 （百万円） 489,059 548,501 526,067 538,309 635,301

１株当たり純資産額 （円） 19,985.26 21,780.91 206.58 229.28 255.42

１株当たり配当額 （円） 100.00 200.00 250.00 3.00 4.00

（内１株当たり中間配当額）（円） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
（円） 3,190.82 1,676.40 △6.79 25.05 24.43

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） 3,180.01 1,670.87 － 24.99 24.30

自己資本比率 （％） 53.5 52.1 51.6 56.0 53.0

自己資本利益率 （％） 17.3 8.0 △3.2 11.5 9.6

株価収益率 （倍） 22.2 40.6 － 26.9 64.0

配当性向 （％） 3.1 11.9 － 12.0 16.4

従業員数 （名） 2,625 3,042 3,209 3,498 3,762

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 期中の平均株式数については日割りにより算出しております。 

３ 第 15 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

４ 第 16 期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 2010 年６月 30 日）、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 2010 年６月 30 日公表分）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 2010 年６月 30 日）を適用し

ております。当該会計方針の変更は遡及適用され、第 15 期について遡及処理しております。なお、第 15 期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。また、2012 年７月１日に行った株式分割は、第 15 期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。 

５ 第 16 期よりポイント引当金の認識時点の変更を行ったため、第 15 期について当該変更を反映した遡及適用

後の数値を記載しております。 

６ 第 15 期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

７ 第 17 期の１株当たり配当額４円には、東証一部上場等記念配当１円を含んでおります。 

８ 従業員数には、使用人兼務取締役、他社への出向者、派遣社員及びアルバイトは含んでおりません。 


	買付申込書兼契約締結前交付書面及び目論見書受領書
	円貨建て債券に関する説明書.pdf
	ADP110B.tmp
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	ADP93A6.tmp
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	ADPD338.tmp
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	
	目論見書
	表紙
	中扉
	扉
	目次
	第一部　【証券情報】
	第１　【募集要項】
	１　【新規発行社債（短期社債を除く。）】
	２　【社債の引受け及び社債管理の委託】
	３　【新規発行による手取金の使途】

	第２　【売出要項】
	第３　【第三者割当の場合の特記事項】

	第二部　【公開買付けに関する情報】
	第１　【公開買付けの概要】
	第２　【統合財務情報】
	第３　【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

	第三部　【参照情報】
	第１　【参照書類】
	第２　【参照書類の補完情報】
	第３　【参照書類を縦覧に供している場所】

	第四部　【保証会社等の情報】
	 「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面
	事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移


	
	スライド番号 1
	スライド番号 2




